


介護報酬の単位数は、施設基準に定められた事業所・施設の人員配置区分に応じて設定されています。また、施設基準等を満たした場合に算定できる加算や、満たさない場合に行わなければならない減算があります。

事業書等は、介護給付費算定に係る体制に変更（減算となる場合も含む）があった場合には届出が必要です。
また、加算に係る要件を満たさなくなった場合等には、速やかに加算を廃止する旨を届け出る必要があります。


○加算等を届け出た日と算定開始月は次のように取り扱われます。
	訪問サービス・通所サービス
	毎月15日以前に届出がなされた場合には翌月から算定を開始します。

16日以後に届出がなされた場合には翌々月から算定を開始します。

	訪問看護ステーションの緊急時訪問看護加算
	届出が受理された日から算定を開始します。

	短期入所サービス・特定施設入居者生活介護・施設サービス


	届出が受理された日の属する月の翌月(届出が受理された日が月の初日の場合は当該月)から算定を開始します。


○加算の要件を満たさなくなった場合

事業所・施設の体制等が加算等の基準に該当しなくなった（該当しなくなることが明らかになった）ときには、すみやかにその旨を届け出る必要があります。なお、この場合は、基準に該当しなくなった日から加算等の算定は行うことはできません。
この場合、届出を行わずに請求を行ったときには、支払われた介護給付費は不当利得となりますので、返還する必要があります。なお、悪質であると認められた場合には、指定の取消しとなることもあります。


【提出書類】

・介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）
・介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１、別紙１－２）

　　※別紙１－２は、介護予防サービス分になります。

・添付書類（各サービスの種類や加算する内容に応じて必要な書類を添付してください。）
　　※なお、既存の届出項目で変更がない場合には，その項目の添付書類は不要です。
【提出先及び提出方法】

〒８５０－８５７０
　　　長崎市尾上町３－１　長崎県長寿社会課　施設・介護サービス班　宛て
※　長崎県長寿社会課（中核市（長崎市及び佐世保市）指定分を除く。）に１部を郵送して下さい。
　　


○定員超過利用の減算
定員の定めがあるサービスについては、月平均の利用者等の数が定員を超過した場合は、所定単位数が100分の70に減算されます。なお、定員超過利用が２か月以上継続すると、特別な事情がある場合を除いて、指定が取り消されることがあります。
減算は、基本的に定員超過利用となった翌月から、定員超過利用の解消月までの間になります。
○人員基準欠如の減算
指定基準に定める員数の従業者を配置していない場合は、所定単位数が原則として100分の70（介護療養型医療施設（病院）及び病院療養病床短期入所療養介護等の医師及び看護師については100分の90）に減算されます。なお、人員基準欠如が継続すると、特別な事情がある場合を除いて、指定が取り消されることがあります。
	人員基準欠如の職種
	減算が行われる期間

	看護職員

介護職員


	①人員欠如の割合が１割を超える場合：人員基準欠如開始月の翌月から解消月まで。

②人員欠如の割合が１割以下である場合：人員基準欠如開始月の翌々月から解消月まで（翌月の末日に人員基準を満たすようになっていれば減算は行われない）。

	上記以外の従業者※
	人員基準欠如開始月の翌々月から解消月まで（翌月の末日に人員基準を満たすようになっていれば減算は行われない）。


○夜勤体制による減算
短期入所サービス・施設サービスでは、夜勤を行う職員の員数が基準に満たない場合は、介護報酬が減額されます。

ある月（歴月）に、夜勤時間帯（午後10時～翌日午前5時を含めた連続する16時間で、施設ごとに設定）に夜勤を行う職員数が基準に満たない事態が、2日以上連続して発生した、または4日以上発生した場合などは、その翌月について減算が適用されます。
○共生型サービスにおける定員超過・人員基準欠如減算の取扱い

［１．定員超過減算］
　　　利用定員は介護給付の対象となる利用者と障害給付の対象となる利用者との合算で定めることとしているため、合計が利用定員を超えた場合には、介護給付および障害給付の両方が減算の対象となります。
［２．人員基準欠如減算］
　　　人員基準欠如減算は、障害福祉の事業所として人員基準上満たすべき員数を下回った場合に行われます。このとき、介護給付と障害給付の両方が減算の対象となります。



○事業所規模の区分については次のとおり(人数は、前年度の一月当たりの平均利用延人員数)
	月利用延人員数
	通所介護
	通所リハ

	300人以内
	小規模型
	通常規模型

	301人～750人
	通常規模型

	751人～900人
	大規模型Ⅰ

	901人以上
	大規模型Ⅱ


事業者は、毎年度３月に前年度の４月から２月までの一月当たりの平均利用延人員数を計算し、事業所規模の区分に変更がないかを確認する必要があります。確認の結果、変更になる場合には、３月１５日までに体制等に関する届出書を提出しなければなりません。
なお、介護予防事業者（通所介護を除く）の指定を併せて受け一体的に事業を実施している場合は、介護予防事業所における前年度の４月から２月までの一月当たりの平均利用延人員数を含みます。

計算方法
· 前年度の実績が六月以上あり、年度が変わる際に定員について25％以上変更しない場合の平均利用延人員数の計算方法

[通所介護]

①３時間以上４時間未満、４時間以上５時間未満の報酬を算定している利用者(２時間以上３時間未満の報酬を算定している利用者を含む。)については、利用者数に２分の１を乗じて得た数を用います。

②５時間以上６時間未満、６時間以上７時間未満の報酬を算定している利用者については、利用者数に４分の３を乗じて得た数を用います。

※また、1ヶ月(暦月)、正月等の特別な期間を除いて毎月事業を実施した月における平均利用延人員数については、当該月の平均利用延人員数に７分の６を乗じた数によるものとする。

　[通所リハビリテーション]

①１時間以上２時間未満の報酬を算定している利用者については、利用者数に４分の１を乗じて得た数を用います。
②２時間以上３時間未満又は３時間以上４時間未満の報酬を算定している利用者(２時間以上３時間未満の報酬を算定している利用者を含む。)については、利用者数に２分の１を乗じて得た数を用います。
③４時間以上５時間未満又は５時間以上６時間未満の報酬を算定している利用者については、利用者数に４分の３を乗じて得た数を用います。

※また、平均利用延人員数に含むこととされた介護予防通所リハビリテーション事業所の利用者の計算に当たっては、介護予防通所リハビリテーションの利用時間が２時間未満の利用者については、利用者数に４分の１を乗じて得た数とし、利用時間が２時間以上４時間未満の利用者については、利用者数に２分の１を乗じて得た数とし、利用時間が４時間以上６時間未満の利用者については、利用者数に４分の３を乗じて得た数とする。ただし、介護予防通所リハビリテーション事業所の利用者については、同時にサービスの提供を受けた者の最大数を営業日ごとに加えていく方法によって計算しても差し支えない。

　また、1ヶ月(暦月)、正月等の特別な期間を除いて毎月事業を実施した月における平均利用延人員数については、当該月の平均利用延人員数に７分の６を乗じた数によるものとする。

○前年度の実績が六月に満たない場合(新たに事業を開始し、又は再開した場合を含む)又は前年度から定員を概ね25％以上変更して事業を実施しようとする場合の平均利用延人員数の計算方法

[通所介護・通所リハビリテーション共通]

①県に届け出た当該事業所の利用定員(運営規程に定める定員)の90％に予定される一月当たりの営業日数を乗じて得た数を用います。

介護給付費算定に係る体制等に関する届出について
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